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はじめに












査」（2008 年厚生労働省）によると，15 ～ 64 歳の年齢
で就業している障害者の割合は，身体障害者 43.0%，知
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身体障害者 40.2％ 2.8％ 57.0％
知的障害者 21.5％ 31.1％ 47.4％















































13% に対し，知的障害者 30%，精神障害者 300% の増と












知的障害者は 0.43% であり，18 ～ 64 歳の占める割合






　2.87 ＊ 0.346：0.43 ＊ 0.655 ＝ 0.99302：0.28165 ≒「3.5：
表２　民間企業の雇用状況
年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年
実雇用率（％） 1.48 1.46 1.49 1.52 1.55 1.59 1.63
身体障害者（千人） 214 222 229 238 251 266 268
（構成比率） （0.87） （0.86） （0.85） （0.84） （0.83） （0.82） （0.8）
知的障害者（千人） 33 36 40 44 48 54 57
（構成比率） （0.13） （0.14） （0.15） （0.15） （0.16） （0.17） （0.17）
精神障害者（千人） 2 4 6 8
（構成比率） （0.01） （0.01） （0.02） （0.02）













































































就労移行支援 867 か所 10,628 人
就労継続支援 A 型 216 か所 3,853 人
就労継続支援 B 型 1,805 か所 35,736 人
旧身体障害者
福 祉 法
入所授産施設 144 か所 7,065 人
通所授産施設 210 か所 5,178 人
小規模授産施設 147 か所 2,394 人
福祉工場 20 か所 650 人
旧知的障害
者 福 祉 法
入所授産施設 186 か所 10,695 人
通所授産施設 1,220 か所 45,449 人
小規模授産施設 166 か所 2,495 人




入所授産施設 20 か所 443 人
通所授産施設 186 か所 4,794 人
小規模授産施設 216 か所 4,901 人













A 施設：旧知的障害者通所授産施設（H 市，1983 年設置）
B 施設：旧重度身体障害者入所授産施設（通所部を含む）
（H 市，1982 年設置）
C 施設：旧知的障害者通所授産施設（K 市，1980 年設置）
D 施設：旧知的障害者通所授産施設・作業所（O 市，逐
次設置）








　A 施設は男性 29 人・女性 15 人が利用しており，30

























A 施設 B 施設 C 施設
設置年 1983 年 1982 年 1980 年
旧事業 知的障害者通所授産施設 重度身体障害者入所授産施設（通所部あり） 知的障害者通所授産施設
新事業
生活介護 施設入所支援・生活介護 就労移行支援
就労継続支援 B 型 就労継続支援 B 型（通所部） 就労継続支援 B 型
定員（実人員）
生活介護 30 人（33 人） 入所部 50 人（52 人） 就労移行支援 20 人
就労継続 B 10 人（11 人） 通所部 10 人（12 人） 就労継続 B 40 人
利用者の
在所状況
平均在所期間 13.85 年 平均在所期間　入所部 14.75 年 就労移行支援 年間 10 人退所
　　　　　　　　　   通所部 5.62 年 就労継続支援 年間２人退所
平均工賃（月額）
















し，B 及び C グループには基本給と手当を支給し，能
力給を設けていない．基本給はグループによって異なり，
A7,000 円，B5,000 円，C3,000 円（いずれも月額）と定
められている．A グループに支給される能力給は最高














　C 施設の定員は，就労移行支援事業が 20 人，就労継








































Ｄ－１施設 Ｄ－２施設 Ｄ－３施設 Ｄ－４施設 Ｄ－５施設
事業種類
就労移行支援 就労継続 B 型 就労継続 A 型 就労継続 A 型 就労継続 A 型
就労継続 B 型 就労継続 B 型 就労継続 B 型
生活介護
平均年齢 36.6 歳 44.4 歳 34.5 歳 35.4 歳 36.3 歳
作業内容
下請け作業 下請け作業 資源選別業務 資源選別業務 公園清掃業務



































































2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度
Ａ施設   （7,329,657 円） 1.00 1.03 0.97 1.03 0.90 0.84 0.86
Ｂ施設（11,333,976 円） 1.00 1.24 1.50 1.79 1.96 1.84 1.98
Ｃ施設（33,636,787 円） 1.00 0.90 1.00 0.88 0.80 0.67 0.59
（　）内金額は 2003 年度授産総収入，各年度数値は対 2003 年度総収入比（小数点第３位四捨五入）
2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 2009 年度
Ｂ施設（11,333,976 円） 0.48 0.27 0.31 0.26 0.27 0.26 0.35





のみが増加傾向にあり，A 施設及び C 施設では減少し
ている．一方の下段は総支出に占める工賃比率であるが，









わらず B 施設の工賃比率は依然として 30% 前後で推移



























































































































13） 障害基礎年金受給額（年額）は，１級 990,100 円（２級の 1.25
倍），２級 792,100 円（平成 22 年度）
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